
資料4

所得割 資産割 均等割 平等割 所得割 資産割 均等割 平等割 所得割 資産割 均等割 平等割
4.3% 22.0% 26,600円 21,800円 5.5% − 26,600円 21,800円 5.5% − 26,600円 21,800円
1.6% 4.0%   9,600円   7,200円 1.9% −   9,600円   7,200円 1.9% −   9,600円   7,200円
1.4% 4.0%   9,600円   7,800円 1.7% − 15,000円 − 1.7% − 15,000円 −
7.3% 30.0% 45,800円 36,800円 9.1% 0.0% 51,200円 29,000円 9.1% 0.0% 51,200円 29,000円

課税 加入者数 該当範囲
資産 （介護該当） R2-R3 R4-R3 の世帯

1人
(1人)
2人

(2人)
4人

(2人)
1人

(1人)
2人

(2人)
4人

(2人)
1人

(1人)
2人

(2人)
4人

3,991 3,781 (2人)
▲730,300円 158,600円 有り 2,285世帯

改定年税額 前年差額 前年比 改定年税額 前年差額 前年比 改定年税額 前年差額 前年比 改定年税額 前年差額 前年比
61,000円 -14,100円 90.81% 7割軽減 30,400円 -13,000円 ▲29.95％ 7割軽減

162,700円 -1,500円 99.82% 5割軽減 100,200円 -3,000円 ▲2.91％ 5割軽減
269,400円 8,500円 101.95% 2割軽減 167,600円 4,500円 2.76% 2割軽減
314,900円 17,500円 103.23% 2割軽減 224,900円 12,000円 5.64% なし
446,600円 36,000円 104.68% なし 298,900円 27,000円 9.93% なし
537,600円 54,000円 105.83% なし 372,900円 42,000円 12.69% なし
628,600円 72,000円 106.68% なし 446,900円  57,000円 14.62% なし
719,600円 90,000円 107.34% なし 520,900円 72,000円 16.04% なし

848世帯

433世帯

世帯所得金額
備考 R2年税額 令和3年度

④モデル世帯における試算表

71 61

36 0

合計
最高額

（2,501円〜4,166円）

（4,167円〜8,333円）

（8,334円〜16,666円）

（16,667円〜円）

0円〜3,000円

3,001円〜5,000円

5,001円〜10,000円

10,001円〜30,000円

30,001円〜50,000円

295 584

553 587

921 1,335

-700円

900円

900円

4,000円

61,000円
61,900円
65,900円
105,700円
117,400円

減少世帯

600万円

課税所得
（給与所得）

R2年税額
R3年税額

61.5万円 

90万円 

147万円 

0〜241万円

所得なし世帯
（7割軽減）

低所得世帯
（5割軽減）

低所得世帯
（2割軽減）

軽減対象世帯

年度
増減額／年

50,001円〜100,000円

100,001円〜200,000円

200,001円〜

（増減額／月）

（0円〜250円）

（251円〜416円）

（417円〜833円）

（834円〜2,500円）

実質収支

50.72% 49.28%

98,932円 99,087円

差し引き年税額

0円

0〜33万円

 33万円〜

 33万円〜

 33万円〜

 61.5万円〜
85万円 

 90万円〜
137万円 

111,400円

199,600円
312,400円

一人あたりの調定額
12億2,214万円

50.64% 49.36% 50.64%

医療保険分
後期高齢者支援金分

介護保険分

令和7年度

12億2,214万円

令和6年度

12億2,214万円

令和5年度

  12億2,941万円
99,087円

令和3年度 令和4年度

【案1】資産割の廃止を1年で実施。調定額を現行税率と同等とした。

計
賦課割合（医療分）

調定額 12億2,023万円
49.36%

12億2,214万円

令和2年度（現行税率）
応能割 応益割 応益割応能割 応益割

▲1億5,427万円▲1億9,376万円
99,087円

         以下、令和4年度と同じ税率、調定額として試算した。

▲1億594万円 ▲6,825万円
▲1億1,567万円

▲7,424万円
▲4,742万円

▲1億1,443万円
4億8,928万円

24,700円
24,000円
38,500円
39,400円
60,100円

2,682万円

183,500円
205,500円

2億9,552万円 1億4,125万円

③軽減対象世帯における影響額
R3年税額
R4年税額増加世帯

国⺠健康保険事業基⾦残額

令和3年度 令和4年度

0円

 147万円〜
241万円 

応能割

②増減額と世帯数

減少世帯 増加世帯

1,701 475

259 432

155 307

327世帯178,500円

令和3年度 令和4年度R2年税額 令和4年度 備考

21,100円

39,800円

11,700円

22,000円

7,500円

103,200円
163,100円

164,200円

2人世帯・・・夫婦2人（65歳以上） の場合
〇夫と妻が年金所得 〇固定資産税額5万円

4人世帯・・・夫婦2人（40歳〜64歳）、⼦供2人 の場合
〇夫と妻が営業所得、⼦供は無収入 〇固定資産税額5万円

43,400円75,100円

財源確保のための税率改定の必要年度予測資産割廃止に伴う税率改定①改定税率と国⺠健康保険事業基⾦残高

99,087円

352,200円

103,900円

99,087円

448,900円

300万円
483,600円400万円
556,600円

150万円
297,400円200万円
410,600円

500万円
629,600円

212,900円
271,900円
330,900円
389,900円

100万円
260,900円

令和4年度（基⾦不足となる令和5年度前）
に税率改定の審議が必要



資料4

所得割 資産割 均等割 平等割 所得割 資産割 均等割 平等割 所得割 資産割 均等割 平等割
4.3% 22.0% 26,600円 21,800円 4.9% 10.4% 26,600円 21,800円 5.5% − 26,600円 21,800円
1.6% 4.0%   9,600円   7,200円 1.8% 2.0%   9,600円   7,200円 1.9% −   9,600円   7,200円
1.4% 4.0%   9,600円   7,800円 1.5% 2.0% 15,000円 − 1.7% − 15,000円 −
7.3% 30.0% 45,800円 36,800円 8.2% 14.4% 51,200円 29,000円 9.1% 0.0% 51,200円 29,000円

課税 加入者数 該当範囲
資産 （介護該当） R3-R2 R4-R3 の世帯

1人
(1人)
2人

(2人)
4人

(2人)
1人

(1人)
2人

(2人)
4人

(2人)
1人

(1人)
2人

(2人)
4人

3,954 3,818 4,457 3,315 (2人)
▲540,600円 81,100円 ▲557,300円 77,400円 有り 2,285世帯

改定年税額 前年差額 前年比 改定年税額 前年差額 前年比 改定年税額 前年差額 前年比 改定年税額 前年差額 前年比
68,200円 -6,900円 90.81% 61,000円 -7,200円 89.44% 7割軽減 36,600円 -6,800円 84.33% 30,400円 -6,200円 83.06% 7割軽減

163,900円 -300円 99.82% 162,700円 -1,200円 99.27% 5割軽減 101,700円 -1,500円 98.55% 100,200円 -1,500円 98.53% 5割軽減
266,000円 5,100円 101.95% 269,400円 3,400円 101.28% 2割軽減 165,600円 2,500円 101.53% 167,600円 2,000円 101.21% 2割軽減
307,000円 9,600円 103.23% 314,900円 7,900円 102.57% 2割軽減 219,400円 6,500円 103.05% 224,900円 5,500円 102.51% なし
429,800円 19,200円 104.68% 446,600円 16,800円 103.91% なし 286,400円 14,500円 105.33% 298,900円 12,500円 104.36% なし
511,800円 28,200円 105.83% 537,600円 25,800円 105.04% なし 353,400円 22,500円 106.80% 372,900円 19,500円 105.52% なし
593,800円 37,200円 106.68% 628,600円 34,800円 105.86% なし 420,400円 30,500円 107.82% 446,900円 26,500円 106.30% なし
675,800円 46,200円 107.34% 719,600円 43,800円 106.48% なし 487,400円 38,500円 108.58% 520,900円 33,500円 106.87% なし

500万円 556,600円 389,900円
600万円 629,600円 448,900円

300万円 410,600円 271,900円
400万円 483,600円 330,900円

200万円 297,400円 212,900円

令和4年度 備考

0円 75,100円 43,400円
100万円 164,200円 103,200円

R2年税額 令和3年度 令和4年度 備考 R2年税額 令和3年度

④モデル世帯における試算表

世帯所得金額

4人世帯・・・夫婦2人（40歳〜64歳）、⼦供2人 の場合 2人世帯・・・夫婦2人（65歳以上） の場合
〇夫と妻が営業所得、⼦供は無収入 〇固定資産税額5万円 〇夫と妻が年金所得 〇固定資産税額5万円

150万円 260,900円 163,100円

21,100円 18,700円合計 241万円 333,500円 352,200円
最高額 軽減対象世帯 0〜241万円

11 0 137万円 190,300円 199,600円
（16,667円〜円）  147万円〜 312,400円 333,500円

327世帯

100,001円〜200,000円 29 0 24 0 85万円 106,800円 111,400円
（8,334円〜16,666円） 低所得世帯

（2割軽減）

 61.5万円〜 103,900円 106,800円 2,900円 4,600円

 90万円〜 178,500円 190,300円 11,800円 9,300円200,001円〜 6 0

10,200円50,001円〜100,000円 71 81 73 57 147万円 195,300円 205,500円
（4,167円〜8,333円）

433世帯

10,001円〜30,000円 630 1,090 611 1,029 61.5万円 63,300円

117,400円
（2,501円〜4,166円）  33万円〜 183,500円 195,300円 11,800円

112,300円 6,600円 5,100円30,001円〜50,000円 113 188 96 187 90万円 112,300円

 33万円〜 61,900円 63,300円
65,900円

（834円〜2,500円）  33万円〜 105,700円

1,400円 2,600円

-700円 0円

848世帯

0円〜3,000円 2,086 839 2,588 797 24,000円 24,000円

900円 0円3,001円〜5,000円 414 784 433 440 39,400円 39,400円
（251円〜416円） 60,100円 61,000円 900円 0円

増加世帯 減少世帯 増加世帯 （給与所得） R3年税額 R4年税額
（増減額／月）

所得なし世帯
（7割軽減）

0〜33万円

0円

24,700円 24,000円

（0円〜250円） 38,500円 39,400円

5,001円〜10,000円 605 836 621 805 61,000円 61,000円
（417円〜833円）

低所得世帯
（5割軽減）

年度 令和3年度 令和4年度 課税所得

▲6,825万円
国⺠健康保険事業基⾦残額 4億8,928万円 3億471万円 1億5,044万円 3,601万円 ▲3,823万円 ▲1億648万円

実質収支 ▲1億594万円 ▲1億8,457万円 ▲1億5,427万円 ▲1億1,443万円 ▲7,424万円

R2年税額 R3年税額 差し引き年税額
増減額／年 減少世帯

一人あたりの調定額 98,932円 99,011円 99,087円 99,087円 99,087円 99,087円

②増減額と世帯数 ③軽減対象世帯における影響額

49.46% 50.64% 49.36%
          以下、令和4年度と同じ税率、調定額として試算した。

①改定税率と国⺠健康保険事業基⾦残高

調定額 12億2,023万円 12億2,121万円 12億2,214万円

医療保険分
後期高齢者支援金分

介護保険分
計

賦課割合（医療分） 50.72% 49.28% 50.54%
  12億2,941万円 12億2,214万円 12億2,214万円

資産割廃止に伴う税率改定（2年で実施） 財源確保のための税率改定の必要年度予測

【案2】資産割の廃止を2年で実施。調定額を現行税率と同等とした。

令和2年度（現行税率） 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
応能割 応益割 応能割 応益割 応能割 応益割

令和4年度（基⾦不足となる令和5年度前）
に税率改定の審議が必要
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所得割 資産割 均等割 平等割 所得割 資産割 均等割 平等割 所得割 資産割 均等割 平等割
4.3% 22.0% 26,600円 21,800円 4.9% 11.2% 26,600円 21,800円 5.5% − 26,600円 21,800円
1.6% 4.0%   9,600円   7,200円 1.8% 2.0%   9,600円   7,200円 2.0% −   9,600円   7,200円
1.4% 4.0%   9,600円   7,800円 1.5% 2.0% 15,000円 − 1.7% − 15,000円 −
7.3% 30.0% 45,800円 36,800円 8.2% 15.2% 51,200円 29,000円 9.2% 0.0% 51,200円 29,000円

課税 加入者数 該当範囲
資産 （介護該当） R2-R3 R4-R3 の世帯

1人
(1人)
2人

(2人)
4人

(2人)
1人

(1人)
2人

(2人)
4人

(2人)
1人

(1人)
2人

(2人)
4人

3,887 3,885 4,377 3,395 (2人)
▲507,900円 81,100円 ▲540,000円 77,400円 有り 2,285世帯

改定年税額 前年差額 前年比 改定年税額 前年差額 前年比 改定年税額 前年差額 前年比 改定年税額 前年差額 前年比
68,600円 -6,500円 91.34% 61,000円 -7,600円 88.92% 7割軽減 37,000円 -6,400円 85.25% 30,400円 -6,600円 82.16% 7割軽減

164,300円 100円 100.06% 163,400円 -900円 99.45% 5割軽減 102,100円 -1,100円 98.93% 100,900円 -1,200円 98.82% 5割軽減
266,400円 5,500円 102.11% 270,500円 4,100円 101.54% 2割軽減 166,000円 2,900円 101.78% 168,800円 2,800円 101.69% 2割軽減
307,400円 10,000円 103.36% 316,500円 9,100円 102.96% 2割軽減 219,800円 6,900円 103.24% 226,600円 6,800円 103.09% なし
430,200円 19,600円 104.77% 449,300円 19,100円 104.44% なし 286,800円 14,900円 105.48% 301,600円 14,800円 105.16% なし
512,200円 28,600円 105.91% 541,300円 29,100円 105.68% なし 353,800円 22,900円 106.92% 376,600円 22,800円 106.44% なし
594,200円 37,600円 106.76% 633,300円 39,100円 106.58% なし 420,800円 30,900円 107.93% 451,600円 30,800円 107.32% なし
676,200円 46,600円 107.40% 725,300円 49,100円 107.26% なし 487,800円 38,900円 108.67% 526,600円 38,800円 107.95% なし

500万円 556,600円 389,900円
600万円 629,600円 448,900円

300万円 410,600円 271,900円
400万円 483,600円 330,900円

200万円 297,400円 212,900円

令和4年度 備考

0円 75,100円 43,400円
100万円 164,200円 103,200円

R2年税額 令和3年度 令和4年度 備考 R2年税額 令和3年度

④モデル世帯における試算表

世帯所得金額

4人世帯・・・夫婦2人（40歳〜64歳）、⼦供2人 の場合 2人世帯・・・夫婦2人（65歳以上） の場合
〇夫と妻が営業所得、⼦供は無収入 〇固定資産税額5万円 〇夫と妻が年金所得 〇固定資産税額5万円

150万円 260,900円 163,100円

21,100円 20,700円合計 241万円 333,500円 354,200円
最高額 軽減対象世帯 0〜241万円

14 0 137万円 190,300円 200,700円
（16,667円〜円）  147万円〜 312,400円 333,500円

327世帯

100,001円〜200,000円 25 0 25 0 85万円 106,800円 111,900円
（8,334円〜16,666円） 低所得世帯

（2割軽減）

 61.5万円〜 103,900円 106,800円 2,900円 5,100円

 90万円〜 178,500円 190,300円 11,800円 10,400円200,001円〜 6 0

11,400円50,001円〜100,000円 70 83 70 74 147万円 195,300円 206,700円
（4,167円〜8,333円）

433世帯

10,001円〜30,000円 567 1,108 626 1,160 61.5万円 63,300円

118,000円
（2,501円〜4,166円）  33万円〜 183,500円 195,300円 11,800円

112,300円 6,600円 5,700円30,001円〜50,000円 101 195 106 236 90万円 112,300円

 33万円〜 61,900円 63,300円
66,200円

（834円〜2,500円）  33万円〜 105,700円

1,400円 2,900円

-700円 0円

848世帯

0円〜3,000円 2,114 853 2,510 737 24,000円 24,000円

900円 0円3,001円〜5,000円 403 792 414 405 39,400円 39,400円
（251円〜416円） 60,100円 61,000円 900円 0円

増加世帯 減少世帯 増加世帯 （給与所得） R3年税額 R4年税額
（増減額／月）

所得なし世帯
（7割軽減）

0〜33万円

0円

24,700円 24,000円

（0円〜250円） 38,500円 39,400円

5,001円〜10,000円 601 854 612 783 61,000円 61,000円
（417円〜833円）

低所得世帯
（5割軽減）

年度 令和3年度 令和4年度 課税所得

▲6,145万円
国⺠健康保険事業基⾦残額 4億8,928万円 3億793万円 1億5,960万円 5,152万円 ▲1,596万円 ▲7,741万円

実質収支 ▲1億594万円 ▲1億8,135万円 ▲1億4,833万円 ▲1億808万円 ▲6,748万円

R2年税額 R3年税額 差し引き年税額
増減額／年 減少世帯

一人あたりの調定額 98,932円 99,297円 99,677円 99,677円 99,677円 99,677円

②増減額と世帯数 ③軽減対象世帯における影響額

49.27% 50.64% 49.36%

①改定税率と国⺠健康保険事業基⾦残高

         以下、令和4年度と同じ税率、調定額として試算した。

資産割廃止に伴う税率改定（2年で実施） 財源確保のための税率改定の必要年度予測

調定額 12億2,023万円 12億2,473万円 12億2,941万円

医療保険分
後期高齢者支援金分

介護保険分
計

賦課割合（医療分） 50.72% 49.28% 50.73%
  12億2,941万円 12億2,941万円 12億2,941万円

【案3】資産割の廃止を2年で実施。調定額を現行税率より極微増した。

令和2年度（現行税率） 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
応能割 応益割 応能割 応益割 応能割 応益割

令和4年度（基⾦不足となる令和5年度前）
に税率改定の審議が必要



資料4

所得割 資産割 均等割 平等割 所得割 資産割 均等割 平等割 所得割 資産割 均等割 平等割
4.3% 22.0% 26,600円 21,800円 4.9% 12.1% 26,600円 21,800円 5.6% − 26,600円 21,800円
1.6% 4.0%   9,600円   7,200円 1.8% 2.0%   9,600円   7,200円 2.0% −   9,600円   7,200円
1.4% 4.0%   9,600円   7,800円 1.5% 2.0% 15,000円 − 1.7% − 15,000円 −
7.3% 30.0% 45,800円 36,800円 8.2% 16.1% 51,200円 29,000円 9.3% 0.0% 51,200円 29,000円

課税 加入者数 該当範囲
資産 （介護該当） R2-R3 R4-R3 の世帯

1人
(1人)
2人

(2人)
4人

(2人)
1人

(1人)
2人

(2人)
4人

(2人)
1人

(1人)
2人

(2人)
4人

3,797 3,975 4,324 3,448 (2人)
▲471,000円 81,100円 ▲576,800円 86,700円 有り 2,285世帯

改定年税額 前年差額 前年比 改定年税額 前年差額 前年比 改定年税額 前年差額 前年比 改定年税額 前年差額 前年比
69,100円 -6,000円 92.01% 61,000円 -8,100円 88.28% 7割軽減 37,400円 -6,000円 86.18% 30,400円 -7,000円 81.28% 7割軽減

164,700円 500円 100.30% 164,100円 -600円 99.64% 5割軽減 102,500円 -700円 99.32% 101,600円 -900円 99.12% 5割軽減
266,900円 6,000円 102.30% 271,600円 4,700円 101.76% 2割軽減 166,400円 3,300円 102.02% 170,000円 3,600円 102.16% 2割軽減
307,900円 10,500円 103.53% 318,100円 10,200円 103.31% 2割軽減 220,200円 7,300円 103.43% 228,300円 8,100円 103.68% なし
430,600円 20,000円 104.87% 452,000円 21,400円 104.97% なし 287,200円 15,300円 105.63% 304,300円 17,100円 105.95% なし
512,600円 29,000円 106.00% 545,000円 32,400円 106.32% なし 354,200円 23,300円 107.04% 380,300円 26,100円 107.37% なし
594,600円 38,000円 106.83% 638,000円 43,400円 107.30% なし 421,200円 31,300円 108.03% 456,300円 35,100円 108.33% なし
676,600円 47,000円 107.47% 731,000円 54,400円 108.04% なし 488,200円 39,300円 108.75% 532,300円 44,100円 109.03% なし

500万円 556,600 389,900円
600万円 629,600 448,900円

300万円 410,600 271,900円
400万円 483,600 330,900円

200万円 297,400 212,900円

令和4年度 備考

0円 75,100 43,400円
100万円 164,200 103,200円

R2年税額 令和3年度 令和4年度 備考 R2年税額 令和3年度

④モデル世帯における試算表

世帯所得金額

4人世帯・・・夫婦2人（40歳〜64歳）、⼦供2人 の場合 2人世帯・・・夫婦2人（65歳以上） の場合
〇夫と妻が営業所得、⼦供は無収入 〇固定資産税額5万円 〇夫と妻が年金所得 〇固定資産税額5万円

150万円 260,900 163,100円

21,100円 22,800円合計 241万円 333,500円 356,300円
最高額 軽減対象世帯 0〜241万円

14 0 137万円 190,300円 201,700円
（16,667円〜円）  147万円〜 312,400円 333,500円

327世帯

100,001円〜200,000円 19 0 29 0 85万円 106,800円 112,400円
（8,334円〜16,666円） 低所得世帯

（2割軽減）

 61.5万円〜 103,900円 106,800円 2,900円 5,600円

 90万円〜 178,500円 190,300円 11,800円 11,400円200,001円〜 5 0

12,500円50,001円〜100,000円 69 86 76 119 147万円 195,300円 207,800円
（4,167円〜8,333円）

433世帯

10,001円〜30,000円 513 1,140 643 1,267 61.5万円 63,300円

118,600円
（2,501円〜4,166円）  33万円〜 183,500円 195,300円 11,800円

112,300円 6,600円 6,300円30,001円〜50,000円 89 197 107 265 90万円 112,300円

 33万円〜 61,900円 63,300円
66,500円

（834円〜2,500円）  33万円〜 105,700円

1,400円 3,200円

-700円 0円

848世帯

0円〜3,000円 2,128 877 2,445 667 24,000円 24,000円

900円 0円3,001円〜5,000円 413 803 395 388 39,400円 39,400円
（251円〜416円） 60,100円 61,000円 900円 0円

増加世帯 減少世帯 増加世帯 （給与所得） R3年税額 R4年税額
（増減額／月）

所得なし世帯
（7割軽減）

0〜33万円

0円

24,700円 24,000円

（0円〜250円） 38,500円 39,400円

5,001円〜10,000円 561 872 615 742 61,000円 61,000円
（417円〜833円）

低所得世帯
（5割軽減）

年度 令和3年度 令和4年度 課税所得

▲5,432万円
国⺠健康保険事業基⾦残額 4億8,928万円 3億1,155万円 1億6,949万円 6,809万円 771万円 ▲4,661万円

実質収支 ▲1億594万円 ▲1億7,773万円 ▲1億4,206万円 ▲1億140万円 ▲6,038万円

R2年税額 R3年税額 差し引き年税額
増減額／年 減少世帯

一人あたりの調定額 98,932円 99,618円 100,295円 100,295円 100,295円 100,295円

②増減額と世帯数 ③軽減対象世帯における影響額

49.04% 51.10% 48.90%
   以下、令和4年度と

          同じ税率、調定額として試算した。

①改定税率と国⺠健康保険事業基⾦残高 資産割廃止に伴う税率改定（2年で実施） 財源確保のための税率改定の必要年度予測

調定額 12億2,023万円 12億2,868万円 12億3,704万円

医療保険分
後期高齢者支援金分

介護保険分
計

賦課割合（医療分） 50.72% 49.28% 50.96%
12億3,704万円 12億3,704万円 12億3,704万円

【案4】資産割の廃止を2年で実施。調定額を現行税率より微増した。

令和2年度（現行税率） 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
応能割 応益割 応能割 応益割 応能割 応益割

遅くとも令和５年度（基⾦不足となる令和
6年度前）までに税率改定の審議が必要


